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愛知県における防災まちづくりに
よる住宅の耐震化の取り組み

愛知県住宅計画課

主幹 川端 寛文

住宅の耐震化を進める

• 阪神淡路大震災の死者約5,500人のうち８３．

３％が住宅の倒壊等による窒息死･圧死。

• 東海地震、東南海地震･南海地震の被害予
測でも住宅の倒壊による多くの死者数が予
測されている。

• 既存不適格住宅が大量に残っており、これら
を耐震化する以外に被害を減少させる道は
無い。

１－（１）木造住宅の耐震化の経緯１
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木造住宅耐震化第3期
○東海地震震源域見直し
○地震対策強化地域の拡大
○料金は無料

木造住宅耐震化第2期
○阪神淡路大震災以後
○耐震改修促進法
○料金は半額補助

木造住宅耐震化第1期
○建築基準法改正
○新耐震基準導入
  (公共建築物の耐震診断は
ある程度進められたが木造に
は影響なし）
○補助制度は無し
○制度創成期

木造住宅耐震化第4期
○地震防災戦略

愛知県における木造耐震診断件数の経緯

木造住宅耐震診断ランキングベスト５
（平成21年度まで）
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木造住宅耐震改修ランキングベスト5
（Ｈ21年度まで）
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耐震診断･耐震改修は毎年計画戸数に
達していないし、近年減少傾向にある

愛 知 県 耐 震 診 断 愛 知 県 耐 震 改 修
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住宅の耐震化推進に向けた
新しい枠組みが必要

• 住宅の耐震化を進めるためには、現行の補助制度
を基本にして、補助制度を活用した耐震化の取り組
みを実施する人を増加させる必要がある。

• これまでは、市町村や県が、制度を周知する啓発活
動を創意工夫して取り組んできた。

ダイレクトメール(愛知県内の市町村）

駅頭のティッシュ配布(静岡県）

テレビ･ラジオでの宣伝(静岡県、三重県）

行政の取り組みだけでは限界がある！

月別耐震診断の申し込み件数
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ダイレクトメール

全戸配布

ダイレクトメール

ダイレクトメール

全戸配布

所有者に対する働きかけが重要

住宅の耐震化にむけて

新しい施策の枠組みが必要

より広範な人に働きかける

働きかける側を増やす

キーワードは地域から

具体的な仕組みやツールを作り
広めることが重要

想定される防災まちづくりの構造

　　　　　　地域組織
(町内会、学区、区、自治会）

防災ボランティア

福祉団体
福祉専門家

建築専門家

市町村

防災まちづくりとして住宅の耐震化に
取り組む
・耐震講習会の開催
・回覧板等による働きかけ
・組織として取り組む宣言
・組織としての取り組み内容の決定
･ローラ作戦の実施
・相談会の開催

・耐震診断の働きかけ
・耐震改修に関する情報提
供
・耐震改修の働きかけ
・耐震改修の受注

業務対象者に耐震
化の働きかけ

防災まちづくりの設立
を支援
耐震化施策と連携

支援

支援

支援

小学校
中学校

出前講座
行事での連携

防災まちづくり全体を支
援
地域組織間の連携コー
ディネート

　防災まちづくり協議会の設置

県
・県全体に展開するよう市町村を指導
・防災まちづくりを前提にした耐震診
断耐震改修の制度的な枠組み作り
･関係団体を通じた相互調整

防災まちづくりマネジメントシステムの
開発（２００５年度）

目的

１ 町内会、自治区、学区などの地域組織に
地震時の被害を軽減する防災まちづくり活動
を新たに開始させる。
２ 組織が自主的に新しいことを開始するめ
に、ＰＤＣＡサイクルによるマネジメント手法を
確立する。
例 ①ＩＳＯ１４００１環境マネジメントシステム

②事業継続計画ガイドライン
効果 ①組織が構成員の意欲を引き出しながら合意形成も
図ることができ、事業を継続する仕組みづくりにもなる。

②手法の実施を対象とした行政の支援措置が可能

田原市加治区
世帯数：４６０世帯
人口：約１５００人
組織加入世帯：４００世帯

半田市岩滑区
世帯数：２４２１世帯
人口：約６４００人
組織加入世帯：２０５３世帯

実施地区の概要



3

地域組織が進める
震災軽減の防災まちづくりのイメージ

防災まちづくりマネジメントシステムの実施
過程

岩滑の取り組み

半田市岩滑 区　平成17年11月　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　　 　　　　　 　　　　防災 まちづくり マネジメン ト計画

区 民 館に モ デ ルハ ウ スを 設 け、 転 倒 防止の見 本 や 器 具を 展 示し ま す 。ま た
電 気 ドリ ル 等の 工 具 を購 入 し、 区 民 に貸 し 出し ま す 。 秋の 区 民 展(10 /29

10/30)は 多 くの 区 民の 方 に 見て い ただ き ま し た（ 約 700人 の 来場 ） 。

区 民 館に モ デル ハ ウス を 設 け、 転 倒防 止の 見 本 や器 具 を展 示 し ます 。 また 、

電 気 ドリ ル 等の 工 具を 購 入 し、 区 民に 貸 し 出し ま す。 秋 の 区民 展 (10/29
1 0/30 )は 多く の 区 民の 方 に見 て い ただ き まし た （ 約700 人 の来 場 ） 。

隣 組 長に も 協力 を 求 め、 区 会に て 町 内会、隣 組 の 参 加を 決 議し ま す 。隣 組 長に も 協力 を 求め 、 区 会に て 町内 会、 隣 組 の参 加 を決 議 し ます 。

民 生 委員 等 の協 力 も 得て 、 災害 弱 者 のい る 家庭 を 把 握 しま す 。民 生 委員 等 の協 力 も得 て 、 災害 弱 者の い る 家庭 を 把握 し ま す。

毎 年 の防 災 訓練 や 家 具固 定 のア フ タ ーサ ー ビスな ど を通 じ 、隣 組 長 、町 内

会 長 、自 主 防災 会 役 員と 高 齢者 の コ ミュ ニ ケー シ ョ ンを 図 りま す 。

毎 年 の防 災 訓練 や 家具 固 定 のア フ ター サ ー ビスなど を 通じ 、 隣 組長 、 町内

会 長 、自 主 防災 会 役員 と 高 齢者 のコ ミ ュニ ケ ー ショ ン を図 り ま す。

自 主 防災 会 役員 、 町 内会 長 、老 人 会 、Ｐ Ｔ Ａ役 員 等 地元 の 各種 団 体 に呼 び
か け 、治 工 具、 機 具 の講 習 会を 開 き ます。愛 知 建 築 士会 半 田支 部 、 地区 内

在 住 の建 築 業者 、 大 工さ ん 等に も 協 力し て もら い ま す （第 一 回 を10/1 9
に 開 催、 約 60名が 受 講 。 第二 回、 第 三回 は 11月 、 12月 を 予 定） 。

自 主 防災 会 役員 、 町内 会 長 、老 人 会、 Ｐ Ｔ Ａ役 員等 地 元の 各 種 団体 に 呼び

か け 、治 工 具、 機 具の 講 習 会を 開 きま す。 愛 知 建築 士 会半 田 支 部、 地 区内

在 住 の建 築 業者 、 大工 さ ん 等に も 協力 し て もら い ます （ 第 一回 を 10/19

に 開催 、 約 60名 が 受 講。 第 二回 、 第 三回 は 11 月 、12月 を 予定 ） 。

耐 震 改修 実 施済 み 家 屋の 見 学会 や 、信 頼 でき る 業 者 の紹 介 をし ま す 。
耐 震 改修 実 施済 み 家屋 の 見 学会 や 、信 頼で き る 業者 の 紹介 を し ます 。

75～ 80 歳 以 上の 高 齢者 宅 かそ れ に 準ず る世 帯 で家 具 の 転倒 防 止を 実 施 し
ま す （半 田 市調 査の 31 世 帯に つ いて も 実 施し ま す） 。

7 5～ 80歳以 上 の高 齢 者宅 か そ れに 準 ずる 世 帯 で 家具 の 転 倒防 止 を実 施 し
ま す （半 田 市調 査の 31世 帯 につ い て も実 施 しま す ） 。

愛 知 県、 半 田 市の 協 力で 、 ブロ ッ ク 塀倒 壊の 写 真 展 示、 ビ デオ 上 映 を行 う
と と もに 、 ブロ ッ ク 塀被 害 の所 有 者 責任を勉 強 し ま す。 ま た、 ブ ロ ック 塀

危 険 個所 を 調査 し 、 学校 、 地区 役 員 、自 主 防災 会 に 知 らせ ま す 。

愛 知 県、 半 田市 の 協力 で 、 ブロ ッ ク塀 倒 壊の 写 真展 示 、ビ デ オ 上映 を 行う

と と もに 、 ブロ ッ ク塀 被 害 の所 有 者責 任を 勉 強 しま す 。ま た 、 ブロ ッ ク塀
危 険 個所 を 調査 し 、学 校 、 地区 役 員、 自 主 防災 会 に知 ら せ ます 。

チ ラ シの 配 布、 講 習 会の 開 催を 通 じ 、耐 震診 断 の 必 要性 を ＰＲ し ま す。 各

団 体 の会 合 や区 民 展 など で もＰ Ｒ タ イムやＰ Ｒ コ ー ナー を 設け る と とも に
耐 震 診断 申 込用 紙 を 区内 各 所に 置い て も らい ま す 。

チ ラ シの 配 布、 講 習 会の 開 催を 通 じ、耐震 診 断 の必 要 性を Ｐ Ｒ しま す 。各

団 体 の会 合 や区 民 展な ど で もＰ Ｒ タイ ムや Ｐ Ｒ コー ナ ーを 設 け ると と もに 、

耐 震 診断 申 込用 紙 を区 内 各 所に 置い て もら い ま す。

学 校 、Ｐ Ｔ Ａ役 員 、 地域 防 災 会の 役 員が 通学 路 安 全 性の 点 検を 行 い ます 。

愛 知 建築 士 会半 田 支 部が 通 学路 の ブ ロッ ク 塀等 の 安 全 調査 を 行 いま す 。

学 校 、Ｐ Ｔ Ａ役 員 、地 域 防 災会 の 役員が通 学 路 安全 性 の点 検 を 行い ま す。

愛 知 建築 士 会半 田 支 部が 通 学路 の ブロ ッ ク 塀等 の 安全 調 査 を行 い ます 。

安 否 確認 チ ェ ック カ ード を 全世 帯 に 記入して も ら い 、隣 組 長、 町 内 会長 、

自 主 防災 会 ブロ ッ ク 長が 保 管し 、 災 害時や防 災 訓 練 に活 用 しま す 。

安 否 確認 チ ェッ ク カー ド を 全世 帯 に記 入し て も らい 、 隣組 長 、 町内 会 長、
自 主 防災 会 ブロ ッ ク長 が 保 管し 、災 害 時や 防 災 訓練 に 活用 し ま す。

⑦家具の転倒防止モ
デルの展示

⑦家具の転倒防止モ
デルの展示

⑧町内会、隣組も 防
災活動に参加

⑧町内会、隣組も防
災活動に参加

⑪災害弱者のいる 家
庭の把握

⑪災害弱者のいる家
庭の把握

⑩高齢者世帯への 声
かけ運動

⑩高齢者世帯への声
かけ運動

⑤家具の転倒防止の
講習会の開催

⑤家具の転倒防止の
講習会の開催

④耐震改修済み建 物
の見学会

④耐震改修済み建物
の見学会

⑥希望する家庭で 家
具の転倒防止を実 施

⑥希望する家庭で家
具の転倒防止を実施

②ブロック塀の勉 強
会の開催

②ブロック塀の勉強
会の開催

③耐震診断の受診 促
進

③耐震診断の受診促
進

①通学路の安全点 検
①通学路の安全点検

⑨隣組単位での安 否
確認の仕組みづく り

⑨隣組単位での安否
確認の仕組みづくり
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岩 滑区 で は 、 防災 ま ち づく り 方針 に 基 づき 、 今年 度 は以 下の １ １ の取 り 組み を お こな う こと に な りま し た。

こ れら は 「防 災 まち づ く り発 会 式」 「 防災 ま ち づ くり ワ ー クシ ョ ップ 」 「 防災 ま ちづ く り 連絡 協 議会 」

「 防災 運 営 委 員会 」 を 経て 決 めら れ た もの で す。 皆 さん の ご 参加 、 ご協 力 を お願 い いた し ま す。

岩滑区防災まちづ くり方針

将 来 の 地震 に 対し て 、 人的 被 害が 生 じな い よ うな地域 づ くり を 目 指 して い き ます 。

愛知建築 士会半田支 部、半田災 害支援ボラン ティアコー ディネーターの会、 N P O法人りんり ん、愛知県、 半田市、

岩滑小学 校、岩滑小 学校PT A、民 生委員

協力 団体

キックオフ講演会 ワークショップ 連絡協議会

防災まちづくり計画

家具固定講習会家具固定とコミュ
ニケーション

加治区の取り組み

 

防災リーダー会議

スローガン検討
キックオフ宣言式 地区別防災訓練

防災ウォッチング地区別懇談会

（語り部講演会）

防災リーダー会

耐震診断ワークショップ

第２回住民アンケートによる

住民の行事への参加状況
岩滑区 加治区
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第２回住民アンケートによる

今回の取り組みを通じた防災意識の高まり
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２地区の自己点検結果
地区 計画内容 実現度 減災効果

通学路の安全点検 3 3
岩 ブロック塀の勉強会の開催 4 2

耐震診断の受診促進 2 2
滑 耐震改修済み建物の見学会 1 1

家具転倒防止の講習会の開催 5 5
区 希望する家庭での転倒防止の実施 4 4

家具転倒防止モデルの展示 4 4
町内会、隣組も防災活動に参加 5 5
隣組単位での安否確認の仕組みづくり 5 5
高齢者世帯への声かけ運動 4 4
災害弱者のいる家庭の把握 4 4
防災リーダー・サブリーダー養成事業 4 4

加
加治区防災訓練(隣近所への呼びかけ訓
練）

4 5

防災ウォッチング（防災訓練後） 4 4
治 地区別防災懇談会（神戸語り部講演会） 5 5

家具転倒防止（災害時要援護者） 2 2
区 耐震診断の要望調査 3 3

防災まちづくりマネジメントシステ
ムモデル実施の成果

• 防災まちづくりを開始させる手法としての防
災まちづくりマネジメントシステム有効性

• ワークショップの有効性

• 地域組織の活動の発展

（高齢者世帯の家具止めなど具体行動へ発展）

• 防災まちづくり活動を通した住宅の耐震化推
進の実現の可能性

• 地域組織が震災軽減の防災まちづくりの担
い手として機能すること

各取り組みにおける

ノウハウの蓄積

パンフレット、イン
ターネットによる
情報発信

防災まちづくり企画提案事業

４西尾・幡豆防災リー
ダー会
モデル地区の防災カルテと
ワークショップの開催

５ＮＰＯ愛知ネット
ファシリテーターの養成
地域でのワークショップの開催

10建築士会瀬戸支部
一つの町内会との学習会、避
難訓練、見学会などを実施

12名古屋みなと災害ボ
ランティアネットワーク
小学校区における防災まちづ
くりの立ち上げ

７ＮＰＯりんりん
対象者の住宅の状況を把握
介護つき身に避難所開設実験

９社会福祉法人むそう
地域と連携した避難訓練
施設での1泊避難体験

１わがやネット
かぐてんぼう隊の養成と派遣

１０建築士会半田支部
学区単位の通学路点検
小屋組み補強の実践、講習会
へ講師派遣

２名古屋ライトハウス
視覚障害者の避難支援法の
開発
てくてくラジオ、ことばの地図

３半田市災害支援ボラン
ティアコーディネーターの
会
視市全域を対象にした防災活

６レスキューストックヤー
ド
視災害時用援護者対策につい
て地域における実践を元にし
たマニ アル作成

８ＮＰＯ地域福祉サポート
ちた
こ防災まちづくりのファシリテー
ター養成

地域で防災まちづくりの実現

建築専門家としての役割発揮

福祉施設としての役割発揮 その他

防災まちづくり企画提案事業１
(地域組織と連携した防災まちづくり展開）

西尾･幡豆防災リー
ダー会

･防災診断カルテ作成

・ワークショップの実施

NPOレスキューストッ

クヤード

・高齢者世帯の家具対策を
実施

・災害時要援護者対策のマ
ニュアル作成

NPO愛知ネット

・建築士を対象にしたコー
ディネーター講習会

・ワークショップの実施

(社)愛知建築士会

瀬戸支部

･地域と連携した継続的の
勉強会と防災イベントの開
催

名古屋みなと災害ボ
ランティアネットワー
ク

・小学校区を対象とした総
合的な防災まちづくりの実
現

防災まちづくり企画提案事業２
(福祉施設による防災まちづくり展開）

名古屋ライトハウス

・てくてくラジオを使った視覚
障害者の避難誘導実験

･視覚障害者用言葉の地図
の作成

NPOりんりん

･介護対象者の地図つき
データベースの作成

・介護つき身に避難所の
開設実験

社会福祉法人むそう

･地域での防災訓練に参加

・施設利用者と地域住民に
よる避難体験

 

防災まちづくり企画提案事業３
(団体の役割を発揮した防災まちづくり展開）

半田市災害支援ボラ
ンティアコーディネー
タの会

・半田防災活動センターの
開設とそれを活用した諸活
動

NPO地域福祉サポー

トちた

・防災まちづくり担い手育成
講座

わがやネット

･家具てんぼう隊養成講座

・家具てんぼう隊派遣事業

(社)愛知建築士会半

田支部

･通学路の安全点検

・小屋組み補強の実践

・地震対策講習会の開催
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半田市内における各団体の連携と
地域組織の防災まちづくり支援

半田ＶＣの会 建築士会

りんりんむそう

岩滑区
防災まちづくり

の推進

①

②
③ ④

⑤

⑥
支援の内容

① 家具固定展示への協力

② 泊まり避難訓練の支援

③ ワークショップへの支援

④
ワークショップへの支援
通学路の安全点検
家具固定講習会の講師派遣

⑤ 施設利用者の住宅調査協力

⑥ ワークショップ参加
災害時高齢者対策支援

防災まちづくり企画提案事業
のまとめ

• 防災ボランティア、福祉関係者、建築士など
が防災まちづくりの担い手としての意欲や能
力を持っていること。

• 福祉施設の場合、災害時の取り組みは地域
との連携なしには成立しないことが、当事者
の自覚のものに確認された。

• 地域で複数の団体が連携することによって大
きな力が発揮されることが半田市の取り組み
で示された。

防災まちづくりと連携した施策の
開発

• 地域組織や様々な団体・個人に依拠した防
災まちづくりを支援しつつ、その活動を住宅
の耐震化に結びつける施策を実現する。

１．防災まちづくりを全体に広げるための
施策を実施。

２．さらに、防災まちづくりで高まった個々
の住民の意識を耐震化の具体的な行動
に確実につなげる。

愛知県における防災まちづくりの経緯１

2005年度 ①防災まちづくりマネジメントシステムモデル事業

②防災まちづくり企画提案事業 14団体

2006年度 ①防災まちづくりアドバイザー養成事業の開始

②防災まちづくり登録事業の開始

③防災まちづくりフェスティバル

④耐震化アドバイザー養成事業の開始

2007年度 ①耐震まちづくり活動助成事業の助成団体の決定

②モデルローラー作戦の実施

③出前講座モデル事業

愛知県における防災まちづくりの経緯２

2008年度 ①耐震まちづくり活動助成事業の活動

②青少年耐震まちづくり啓発事業

③ローラー作戦の進展

④岩滑区耐震改修モデル事業

⑤耐震改修相談会モデル事業

2009年度 ①地域ぐるみ耐震化支援事業

②耐震改修と防災まちづくり展

2010年度 ①地域ぐるみ耐震化支援事業

県営新渡場住宅家具対策モデル事業
家具を計測 就寝場所などの住まい方を聞き取り

防災まちづくり
キックオフ講演
会
・通訳つき
・家具対策を実
施を宣言

モデル家具住み
方調査
・大学の研究室
と連携

モデル家具対策
・専門の建築士
と連携
・実施状況を記
録

住宅自治会
・持続的防災まち
づくりの継続
・家具対策を実施

県
・県営住宅家具
対策マニュアルを
作成

研究者
・研究対象として
位置づけ
・家具対策効果を数
値化手法の検証

突っ張りボックスによるタンスの固定 テレビの対策
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人材養成（防災まちづくりアドバイザー）

• 地域の防災まちづくりのコーディネータ役

• ワークショップの専門家

各市町村の窓口で名簿を備え付け

人材養成（耐震化アドバイザー）

• 県民の耐震化に関する相談にのる専門家（建築士）

• 市町村が開く相談窓口に対応

• 地域ぐるみの耐震化の推進役

インターネットで名簿公開

みんなで楽しむ防災まちづくり
フェスティバルの主な取組

オープニングセレモニー 防災カルタ 防災グッズ、駄菓子等の販売 紙ぶぶる作り 手話寸劇

災害時簡易トイレ作り1 災害時簡易トイレ作り2 耐震相談 大型紙芝居 読み聞かせ

ロープワーク はしご車体験 ストローハウスコンテスト 耐震ミニ講義 手話コーラス

地域の耐震改修推進組織の設置

• 平塚耐震補強推進協議会と焼津木造住宅耐
震補強推進協議会が先行事例

• 意欲のある建築士の存在が必須
安城暮らしと耐震協議会 木造住宅耐震ネットワーク知多

耐震診断ローラー作戦

• 地域組織と連携した耐震化促進手法の確立

• 非常に効果の高いことを確認

• 2007年度に5市で実施（地域での講演会も）

• 2009年度には31市町でローラー作戦実施
知立市事前講演会 知立市モデルローラー作戦

耐震をテーマにした小中学校の出前講座１
2007年度の出前講座モデル事業

• 本格的な実施枠組みに向けた事前実施

• 建築士会と連携した取り組み

• 建築士の意欲の高いことを確認

• 3校で実施

篠岡中学校出前講座 半田中学校出前講座（まち歩き）
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耐震をテーマにした小中学校の出前講座２
耐震まちづくり青少年啓発事業

・県内で広く実施されることを追及

・教材やカリキュラムを標準化

・建築士を対象に講師を養成

・2008年度に１０校でのモデル講座実施

耐震改修に関する相談会の開催

・耐震診断実施者に対するダイレクトメールで開催
を案内したもの

・高齢者の介護を担当するNPOと連携して開催した

もの

・地域組織と連携して開催したもの

防災まちづくりを各地で（その１）

2007年度に、2008年度

中に減災に繋がる防災
まちづくりを実施すると
ころに30万円先払いで

助成。

春日町、津島市、蟹江町、

岡崎市、半田市、一色町、

西尾市

耐震化まちづくり活動助成事業（2008年度）

防災まちづくりを各地で（その２）

名古屋市内の町内会や
学区で地域ぐるみで耐
震化に取り組むものを
支援

地域ぐるみ耐震化支援事業（2009年度）

耐震勉強会

耐震診断ローラー作
戦

＋

まとめ

• 愛知県では、住宅の耐震化と絡めて防災まち
づくりを起こす取り組みを様々実施してきた。

• そこでのノウハウが多く蓄積されている。

• 県内の各地で様々な展開があるが、最も基本
となるのは核となる市町村の目的意識的な取
り組みであり、それを基に町内会、学区などの
地域組織、建築士大工などの建築専門家、福
祉関係者、小中学校などが有機的に関わるこ
とにより豊かで効率的な取り組みとなると考え
られる。

安価な耐震改修工法の開発

• 県内3大学や企業、建築関係団体と連携した
減災協議会による安価な耐震改修工法を開
発し、評価することによって補助対象にしてい
る。

・井戸田准教授等が開発する外付けブレー
ス工法

・合板の合理的工法

・矢作建設工業（株）と古川准教授が開発す
る外付けブレース工法



8

アイワン工法 合理的工法 （小開口）

耐震 部位 壁 分類 閉鎖型 評価推薦日 平成 20 年 3 月 1 日 評価番号 A-001 

評価技術名称 連絡先  http://www. 

〒 構造用合板を用いた在来補強工法 

電話  Fax  

技術概要 
建築基準法で壁倍率が指定されている構造用合板補強。 
 

技術の特徴 コスト 
・ 一般流通品なので取り扱いが容易。 サンプル構面 39,208 
・  
・  

モデルプラン 調査中 

公的機関による技術評価・性能証明 実験実施機関 
機関名 ・   
評価番号  ・ その他 

概   

要 

評価取得日 ・   
適用範囲 写真・図 
構法 木造在来軸組工法、 
規模  
基礎、地盤 特になし 
適用部位 内外壁 
その他 特になし 
 
主要構成部材の仕様 

構造用合板 厚 7.5 以上 
 

 
 

耐震補強性能 

壁強さ倍率(抜粋) 
施工仕様 直貼大壁仕様 
壁強さ倍率(kN/m) 5.2

※ 

 
設計方法 

①柱接合部による低減 
取付部分が健全であることが前提。 
②劣化による低減 
取付部分が健全であることが前提。 
 

施工者指定 
特になし 

 

その他 

仕   

様 

特になし 
 
 

 

釘 N50 

＠150 以下 

四周打ち 

 

 

 

 

 

 

切欠き 

認めない。ただし、部分開口構造用合板補強に該

当すれば、それに準ずる。 

穴あき（開口・孔） 

・桟(胴縁)を切り欠かない□500ｍｍ以下の穴は可。

・複数個ある穴の大きさは、構造用合板や桟(胴 

縁)に囲まれた区画ごとに、包絡形で考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

φ150

φ150

□500以内

φ100

φ100

切欠き

右：NG 

区画内の包絡形

が規定超 

切欠き不可 

左：OK 

区画ごとに 
□500 以内 

耐震 部位 壁 分類 閉鎖型 評価推薦日 平成 20 年 3 月 1 日 評価番号 A-004 

評価技術名称 連絡先  http://www. 

〒  部分開口 合板補強工法 

｢上下あき｣ 電話  Fax  

技術概要 
 梁及び土台と面材が接合されていない構造用合板補強である。 

床・天井レベルに横桟を配置して、床天井間を構造用合板で補強する工法。 
 

技術の特徴 コスト 
・ 天井・床を解体することなく補強が可能。 サンプル構面 13,766 
・ 板厚 9ｍｍなので、石膏ボード等の既存壁と段差がつきにくく、取り合いが容易。 
・  

モデルプラン 調査中 

公的機関による技術評価・性能証明 実験実施機関 
 機関名 ・  名古屋工業大学 
 評価番号  ・ その他 

概   

要 

 評価取得日 ・   
適用範囲 写真・図 
構法 木造在来軸組工法、 
規模 3 階建て以下 
基礎、地盤 特になし 
適用部位 内外壁 
その他 特になし 
 
主要構成部材の仕様 
 構造用合板 厚 9 以上 
 面材の上端下端に 45×90 以上の裏桟を必ず設ける 
 裏桟の端部は柱に釘 N75 を斜め打ち 2 本 
耐震補強性能 

壁強さ倍率(抜粋) 
施工仕様 直貼大壁仕様 
壁強さ倍率(kN/m) 4.16 
※ α＝0.8 ：低減係数 
一般的な構造用合板の壁強さ倍率 5.2×0.8＝4.16 
 
設計方法 
 ①柱接合部による低減 
 取付部分が健全であることが前提。 
 ②劣化による低減 
 取付部分が健全であることが前提。 
  
施工者指定 
 特になし 

  

その他 

仕   

様 

 特になし 
 
 

 

 

 

                釘 N50 

＠150 以下 

四周打ち 

構造用合板 

 厚 9 以上 

 

 

 

 

 

部分開口：a+b≦370 

 

上下裏桟 45×90 以上 

柱に対し 2-N75 斜め打ち 

 

 

a
b

合理的工法 （床・天井なし）

耐震 部位 壁 分類 閉鎖型 評価推薦日 平成 20 年 3 月 1 日 評価番号 A-003 

評価技術名称 連絡先  http://www. 

〒 部分開口 構造用合板補強工法 

｢かさ上げ｣ 電話  Fax  

技術概要 
床・天井を解体することなく、土台・梁から添え材により床天井レベルまでかさ上げを施し、構造用合板で補強する。 
 

技術の特徴 コスト 
・ 天井・床を解体することなく補強が可能。 サンプル構面 15,609 
・ 板厚 9ｍｍなので、石膏ボード等の既存壁と段差がつきにくく、取り合いが容易。 
・  

モデルプラン 調査中 

公的機関による技術評価・性能証明 実験実施機関 
機関名 ・  名古屋工業大学 
評価番号  ・ その他 

概   

要 

評価取得日 ・   
適用範囲 写真・図 
構法 木造在来軸組工法、 
規模 3 階建て以下 
基礎、地盤 特になし 
適用部位 内外壁 
その他 特になし 
 
主要構成部材の仕様 

構造用合板 厚 9 以上 
 

 
 

耐震補強性能 

壁強さ倍率(抜粋) 
施工仕様 直貼大壁仕様 
壁強さ倍率(kN/m) 5.2

※ α＝1.0 低減なし 
一般的な構造用合板の壁強さ倍率 5.2×1.0＝5.2 
 
設計方法 

①柱接合部による低減 
取付部分が健全であることが前提。 
②劣化による低減 
取付部分が健全であることが前提。 
 

施工者指定 
特になし 

 

その他 

仕   

様 

特になし 
 
 

 

 

 

 

                釘 N50 

＠150 以下 

四周打ち 

構造用合板 

厚 9 以上 

 

 

 

 

かさ上げ寸法 a+b≦370 

 

かさ上げ材 45×90 以上 

かさ上げ用 釘 N90、または同等長ビス 

（横架材、かさ上げ材に対して） 

 

a
b

合理的工法 （かさ上げ）

耐震 部位 壁 分類 閉鎖型 評価推薦日 平成 20 年 3 月 1 日 評価番号 A-005 

評価技術名称 連絡先  http://www. 

〒  部分開口 合板補強工法 

｢押入｣ 電話  Fax  

技術概要 
 押入の床及び天井、中段、枕棚/天袋レベルに横桟を配して、横桟の間を構造用合板で補強する押入専用の 

耐震工法。 
 

技術の特徴 コスト 
・ 天井・床・中段・枕棚/天袋を解体することなく補強が可能。 サンプル構面 17,352 
・ 板厚 9ｍｍなので、石膏ボードなどの既存壁と段差がつきにくく、取り合いが容易。 
・  

モデルプラン 調査中 

公的機関による技術評価・性能証明 実験実施機関 
 機関名 ・  名古屋工業大学 
 評価番号  ・ その他 

概   

要 

 評価取得日 ・   
適用範囲 写真・図 
構法 木造在来軸組工法、 
規模 3 階建て以下 
基礎、地盤 特になし 
適用部位 内部壁 
その他 特になし 
 
主要構成部材の仕様 
 構造用合板 厚 9 以上 

横桟 構造用合板各上下 45×90 以上 
  
  
耐震補強性能 

壁強さ倍率(抜粋) 
施工仕様 直貼大壁仕様 
壁強さ倍率(kN/m) 3.12 

※ α＝0.6 ：低減係数 
一般的な構造用合板の壁強さ倍率 5.2×0.6＝3.12 
 
設計方法 
 ①柱接合部による低減 
 取付部分が健全であることが前提。 
 ②劣化による低減 
 取付部分が健全であることが前提。 
  
施工者指定 
 特になし 

  

その他 

仕   

様 

 特になし 
 
 

 

 

 

                釘 N50 

＠150 以下 

四周打ち 

構造用合板 

厚 9 以上 

 

 

 

 

 

 

ａ+ｂ≦370 

ｃ+ｄ≦400 

それぞれの構造用合板高さ 400 以上 

 

上下裏桟 45×90 以上 

柱に対し 2-N75 斜め打ち 

 

 

 

a
b

d
c

合理的工法 （押入れ）

減災協議会で評価した工
法の一覧が掲載されてい
ます。
ここで評価されている工法
については、愛知県の耐震
改修補助事業の補助対象
となっています。
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古川准教授等が開発する工法 今年度から使用可能となった工法

半田市岩滑区耐震改修モデル事業

• 国の住宅・建築物耐震改修モデル事業によ
る。5戸×120万円＝6百万円

• 1戸あたり120万円で耐震改修

比較的古い住宅で実施

• 安価な耐震改修工法の活用

アイワン工法、合板による安価な工法等

• 評点１．０にこだわらない。
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田原市の耐震改修モデル事業

• 自己負担なしで耐震改修

• 新工法を活用して安価に納める

• 地元の区が間に入り対象住宅を決定

• 田原市安心安全スマイル会が設計を担当

• 大学の研究者の支援

(研究会を開催）

• 2009年度設計、2010年度工事(2件実施）

田原市耐震改修モデル事業

安価な工法を選択

アイワン工法 既存の筋交いに
金物補強

岩滑区の防災まちづくりのその後
障がい者・高齢者防災避難体験

２００９．８．２９

半田市～防災を考えるシンポジウム～

２００９．１２．１９

災害時要支援者
サポート

障がい者のサポート
と社会参加の応援 地域住民参加で

福祉のまちづくり

ボランティア
団体

社会福祉協議会

福祉ＮＰＯ

やなべ福祉のまちづくり
推進協議会

半田市

構 成 メ ン バ ー

①岩滑区 ②岩滑コミュニティ ③自主防災会

④岩滑福寿会 ⑤民生委員 ⑥ひがんばな（婦人団体）

⑦やなべふれあいボランティアを予定

まとめ

• 災害時要援護者の支援を取り組む地域

• そこからの展開が重要

１．まちづくりとしては平時の地域管理へ

平時の支援や平時の見守りへ

２．助ける人も助けられる人も耐震化、家具固
定

３．それを支援する建築専門家(町医者）

信頼され、相手のニーズを適確につかみ、

安価に、補助もうまく使って実現


